
�愛媛県告示第７２７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２２年６月１８日

愛媛県西条保健所長 新 山 徹 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

日新製鋼株式会社

東京都千代田区丸の内三丁目４番１号

代表取締役社長 鈴木 英男

２ 事業場の名称及び所在地

日新製鋼株式会社東予製造所

西条市北条９６２番１４号

３ 特定施設に関する事項

ロールコーター式後処理装置（９－１、２、３）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 酸系汚水処理施設

� 目 次 �
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協定の適用を受けるものである。

告 示

発 行 愛 媛 県

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第６５号 酸又はアルカ
リによる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり９５．６トン処理×３基

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 平成２２年８月１日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２３年２月１１日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２３年２月１２日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ２．０～５．０

最大 ２．０～５．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４

最大 ７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３

最大 ２３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 ０．３

備考 汚水等は、クロム系汚水処理施設にて処理する。

設 置 年 月 日 平成１１年４月１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 化学処理及び物理処理

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

凝集沈殿 縦２４．５メートル
横１６．１メートル
高さ５．０メートル

ろ 過 直径３．５メートル
高さ３．８メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４，８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和凝集沈殿及びろ過

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

毎週（火・金）曜日発行 第２１７６号 平成２２年６月１８日

平成２２年６月１８日金曜日 第２１７６号

愛 媛 県 報

４４０



� クロム系汚水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�������
�愛媛県告示第７２８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市大新田土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２２年６月１８日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

退 任

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～４．０

最大 ２．０～４．０

通常 ６．０～８．５

最大 ６．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４７

最大 ７２

通常 ９

最大 １６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４６

最大 ４３８

通常 １８

最大 ２２

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４

最大 １８

通常 １２

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６

最大 ３３

通常 １

最大 ５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，３３７

最大 ２，５６９

通常 ２，３２７

最大 ２，５５９

設 置 年 月 日 平成１１年４月１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 化学処理及び物理処理

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１１．０メートル 横１４．３メートル
高さ３．６メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり９６立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 還元及び凝集沈殿処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～５．０

最大 ２．０～５．０

通常 ６．０～８．５

最大 ６．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４

最大 ７

通常 ４

最大 ７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 ２０

通常 ８

最大 １０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ２

通常 ２

最大 ２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３

最大 ２３

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 ０．３

通常 ０

最大 ０．３

備考 処理後の汚水等は、酸系汚水処理施設にて再処理する。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．５

最大 ６．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９

最大 １４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，５８８

最大 ５，９８８

備考 この他に、雨水排水口が１箇所ある。

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 河 内 萬 次 西条市大新田２１３番地

〃 曽我部 恒 夫 西条市大新田２０１番地

〃 柳 瀬 豊 明 西条市壬生川５５４番地３

〃 稲 井 昭 一 西条市大新田１９３番地

〃 稲 井 重 弘 西条市大新田５５１番地

監 事 柳 瀬 幸 蔵 西条市大新田２３０番地

〃 柳 瀬 幹 夫 西条市大新田２２４番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 河 内 萬 次 西条市大新田２１３番地

〃 曽我部 恒 夫 西条市大新田２０１番地

〃 柳 瀬 豊 明 西条市壬生川５５４番地３

愛 媛 県 報平成２２年６月１８日 第２１７６号
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�愛媛県告示第７２９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市吉岡土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２２年６月１８日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

退 任

�愛媛県告示第７３０号
松山市吉藤土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２２年６月１８日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 松山市吉藤土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画書

の写し

� 松山市吉藤土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２２年６月１８日から７月１６日まで

３ 縦覧場所

松山市役所本庁

�愛媛県告示第７３１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年６月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７３２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２２年６月１８日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�愛媛県告示第７３３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２２年６月１８日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

〃 稲 井 昭 一 西条市大新田１９３番地

〃 稲 井 重 弘 西条市大新田５５１番地

監 事 柳 瀬 幸 蔵 西条市大新田２３０番地

〃 柳 瀬 幹 夫 西条市大新田２２４番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 十 亀 常 由 西条市安用甲７４３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 越 智 市 郎 西条市安用甲７４５番地１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 伊予松山港線
伊予郡松前町大字北川原字原端９２７番５から

同字９４４番６まで
平成２２年６月１８日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第１３号

平成２２年６月８日
東温市田窪字海稲１３４８番８

松山市福音寺町４５番地３

ロイヤルアネックス福音寺６０８号

鈴 木 寿 明

愛 媛 県 報平成２２年６月１８日 第２１７６号
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訓 令

�������
�愛媛県告示第７３４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定した。

平成２２年６月１８日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２２年６月８日

３ 指定道路の位置

伊予郡砥部町重光１０７番１４、１０７番１５、１０７番１６

４ 指定道路の延長及び幅員

� 幅員 ６．００メートル

� 延長 ２３．９１メートル

�愛媛県訓令第１０号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２２年６月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

知

事

専決者 知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

経

営

支

援

課

１～３

省略

経

営

支

援

課

１～３

省略

４ 貸金

業法の

施行に

関する

事務

１ 貸金業者に関すること。 ４ 貸金

業法の

施行に

関する

事務

１ 貸金業者に関すること。

� 省略 � 省略

� 貸金業務取扱主任者研

修事務の委任（第１２条の

３第１０項）

○

� 省略 � 省略

� 手続実施基本契約の不

履行の事実の報告の受理

（第４１条の４５第１項）

○

５～２３

省略

５～２３

省略

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第１４号

平成２２年６月１０日
東温市牛渕字廣地１２６６番１

松山市鷹子町９８３番地２
メゾン・ファミーユ�２０１号
岡 広 大
岡 綾 子

愛 媛 県 報平成２２年６月１８日 第２１７６号
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

室

長

部

長

室

長

商

工

観

光

室

１～１１

省略

商

工

観

光

室

１～１１

省略

１２ 貸金

業法の

施行に

関する

事務

１ 貸金業者に関すること。 １２ 貸金

業法の

施行に

関する

事務

１ 貸金業者に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 貸金業者登録簿の閲覧（第

９条）

○

� 省略 � 省略

� 貸金業務取扱主任者研修の

受講の届出の受理（第１２条の

３第８項）

○

� 貸金業務取扱主任者の解任

の勧告（第１２条の３第９項）

○

� 省略 � 省略

� 業務改善命令（第２４条の６

の３第１項）

○ � 業務改善命令（第２４条の６

の３ ）

○

� 監督処分（第２４条の６の４

第１項、第２項、第２４条の６

の８）

○ 	 監督処分（第２４条の６の４

、第２４条の６

の８）

○

� 省略 
 省略

� 省略 � 省略

	 省略 � 省略


 省略 
 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略


 社内規則の作成又は変更の

命 令（第２４条 の６の１２第２

項）

○ � 社内規則の作成又は変更の

命 令（第２４条 の６の１１第２

項）

○

� 社内規則の作成又は変更の

承 認（第２４条 の６の１２第３

項）

○ � 社内規則の作成又は変更の

承 認（第２４条 の６の１１第３

項）

○

� 承認を受けた社内規則の変

更又は廃止の承認（第２４条の

６の１２第４項）

○ � 承認を受けた社内規則の変

更又は廃止の承認（第２４条の

６の１１第４項）

○

� 登録等に関する意見聴取

（第４４条 の２第１項、第３

項）

○ � 登録等に関する意見聴取

（第４４条 の３第１項、第３

項）

○

１３～１７

省略

１３～１７

省略

備考 東予地方局今治支局及び南予地方局八幡浜支局において 備考 東予地方局今治支局及び南予地方局八幡浜支局において
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は、この表１の部１の項から３の項まで及び６の項、４の

部１の項�、５の部９の項、９の部並びに１２の部１の項

�、�及び�の規定を適用する。

は、この表１の部１の項から３の項まで、６の項、４の部

１の 項５号、５の 部９の 項、９の 部、１２の 部１の 項�、

�、�及び�の規定を適用する。

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の６ 省略

�の７ 省略

�の８ 貸金業法第２４条の６の３第１項の規定に基づく業務改善

命令に関すること。

�の９ 貸金業法第２４条の６の４第１項及び第２項の規定に基づ

く監督処分に関すること。

�の１０ 省略

�の１１ 省略

�の１２ 省略

�の１３ 省略

�の１４ 省略

�の１５ 省略

�の１６ 貸金業法第２４条の６の１２第２項の規定に基づく社内規則

の作成又は変更の命令に関すること。

�の１７ 貸金業法第２４条の６の１２第３項の規定に基づく社内規則

の作成又は変更の承認に関すること。

�の１８ 貸金業法第２４条の６の１２第４項の規定に基づく承認を受

けた社内規則の変更又は廃止の承認に関すること。

�の１９ 貸金業法第４４条の２第１項及び第３項の規定に基づく登

録等に関する意見聴取に関すること。

�の２０ 省略

�の２１ 省略

�の２２ 省略

�の２３ 省略

�の２４ 省略

�の２５ 省略

�の２６ 省略

�の２７ 省略

�の２８ 省略

�の２９ 省略

�の３０ 省略

�の３１ 省略

�の３２ 省略

�～	 省略

５・６ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の６ 省略

�の７ 貸金業法第１２条の３第８項の規定に基づく貸金業務取扱

主任者研修の受講の届出の受理に関すること。

�の８ 貸金業法第１２条の３第９項の規定に基づく貸金業務取扱

主任者の解任の勧告に関すること。

�の９ 省略

�の１０ 貸金業法第２４条の６の３ の規定に基づく業務改善

命令に関すること。

�の１１ 貸金業法第２４条の６の４ の規定に基づ

く監督処分に関すること。

�の１２ 省略

�の１３ 省略

�の１４ 省略

�の１５ 省略

�の１６ 省略

�の１７ 省略

�の１８ 貸金業法第２４条の６の１１第２項の規定に基づく社内規則

の作成又は変更の命令に関すること。

�の１９ 貸金業法第２４条の６の１１第３項の規定に基づく社内規則

の作成又は変更の承認に関すること。

�の２０ 貸金業法第２４条の６の１１第４項の規定に基づく承認を受

けた社内規則の変更又は廃止の承認に関すること。

�の２１ 貸金業法第４４条の３第１項及び第３項の規定に基づく登

録等に関する意見聴取に関すること。

�の２２ 省略

�の２３ 省略

�の２４ 省略

�の２５ 省略

�の２６ 省略

�の２７ 省略

�の２８ 省略

�の２９ 省略

�の３０ 省略

�の３１ 省略

�の３２ 省略

�の３３ 省略

�の３４ 省略

�～	 省略

５・６ 省略
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２２年６月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

消防防災ヘリコプター４２００時間点検整備の委託

� 委託業務名及び数量

愛媛県消防防災ヘリコプター「えひめ２１」４２００時間点検及び

耐空検査、無線検査等業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

契約の翌日から平成２２年１２月２４日まで

� 委託業務の履行場所

仕様書による。

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載す

ること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２０年度、平成２１年度及び平成２２年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２２年

度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有する

と認められた者であること。

� 点検の開始日までに点検できる体制が整備されていることを

証明した者であること。証明にあたっては、過去３年間におい

て官公庁が所有する「川崎式ＢＫ１１７Ｃ－１型」と同機種を日

本国において点検整備した実績等を証明する書類（契約書等）

又は「川崎式ＢＫ１１７Ｃ－１型」について航空法施行規則第３６

条における事業場認定を受けた者であることを証明する書類

（事業場認定書（写）等）を提示すると共に、明確な方法によ

りおこなうこと。

� 開札をする日において、知事が行う指名停止の期間中でない

者であること。

� 愛媛県消防防災ヘリコプター４２００時間点検及び耐空検査、無

線検査等業務の技術上の確認を行う確認整備士が、航空法第２３

条の規定に基づく証した書類（別紙１）を「ア」に掲げる期間

までに「イ」に掲げる場所へ持参又は郵送（書留郵便等の配達

記録が残るものに限る。）により提出した者であること。

ア 平成２２年７月８日（木）から１５日（木）までの執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）。なお、郵送による

場合にあっては、平成２２年７月１５日（木）の午後５時１５分ま

でに「イ」に揚げる場所に必着のこと。

イ 受付場所

愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課消防係（愛媛県庁

舎第一別館３階）

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９４１―２１１１（代表） （０８９）９１２―２３１６（直

通）

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課消防係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９―９４１―２１１１（代表） ０８９―９１２―２３１６（直通）

� 入札書の受領期限

平成２２年８月９日（月）午前１１時００分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２２年８月９日（月）午前１１時００分

愛媛県庁舎第二別館５階入札室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望するものは、知事が必要と

認めた場合、この公告に示した業務を受託できることを証明

する書類を、入札書の提出に先立って提出しなければならな

い。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場

合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は封印し、受領期限までに提出しなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を受託できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。
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５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Periodical Inspection for Ehime Prefectural Rescue Helicopter

� ４２００―hour Inspection，etc

� Airworthiness Inspection

� Radio Transmission Inspection

� Time limit of tender：１１：００ a．m．，９ August２０１０

� For further information，please contact： Fire Prevention，

Traffic Safety，Fire and Disaster Prevention Division，Disaster

Prevention Subdepartment，Public Affairs and Environment

Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２

Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel：０８９―９１２―２３１６

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２２年６月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

指紋情報管理システムの借入れ

� 借入物品名及び数量

指紋情報管理システム一式（ハードウェア一式、ソフトウェ

ア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成２３年１月１日から平成２８年１２月３１日まで

� 借入場所

愛媛県警察本部

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２０・２１・

２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第一係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２２年７月３０日（金）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２２年７月３０日（金）午後１時３０分

愛媛県警察本部 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

平成２２年６月１８日（金）午前９時から平成２２年７月１６日

（金）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased：Fingerprint

information management system，１ set

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，３０ July，２０１０

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第３３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２２年６月１８日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，２００，６０９

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２４，０１３

� ４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１

を乗じて得た数とを合算して得た数 ２６６，７６９

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４４，１８０ １４，７２７

南 宇 和 郡 ２１，６８２ ７，２２８

松山市・上浮穴郡 ４２８，４３０ １３８，０７２

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４９，３８３ ４９，７９５

宇和島市・北宇和郡 ８６，５１５ ２８，８３９

八幡浜市・西宇和郡 ４３，３３１ １４，４４４

新 居 浜 市 １０２，８２７ ３４，２７６

西 条 市 ９３，７５２ ３１，２５１

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５６，３０７ １８，７６９

伊 予 市 ３２，６１１ １０，８７１

四 国 中 央 市 ７６，３３７ ２５，４４６

西 予 市 ３６，８５９ １２，２８７

東 温 市 ２８，３９５ ９，４６５

平成２２年６月１８日 発行
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